
目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

関係機関と連携をとりながら、専門的なアドバイスを受け、相談者に対して、より効果的な支援を行う。また、複雑化す
る相談内容に対応するため、職員の専門性をさらに高める。

相談件数の増加と複雑化、長期化傾向にある相談期間。

・家庭相談員を配置し、電話や面接、訪問等により、児童に
　関する様々な相談に対して助言や指導を行い、問題解決に
　向けて援助活動をする。

相談員５名のほか、公認心理師も配置され、年々増加・複雑
化する相談案件に対し、各関係機関と連携をとりながら、電
話や面接、訪問等により、助言や指導を行い、子育て世帯の
支援を行うことができた。

・児童相談所をはじめとした関係機関と連携しながら、家庭
　訪問等の効果的な支援を引き続き行う。

新規相談件数　733件（うち虐待相談件数221件）
・電話　　4,326件
・面接　　　432件
・訪問　　　189件
・その他 　 826件　  　　　　相談延べ件数　5,773件
・新任職員研修　1回　　・児童福祉司任用前研修　1回
・要対協調整者研修　1回　・市町村支援事業　4回
・ペアトレーニングリーダー養成研修　1回
・ペアレントプログラム研修　1回

継続

家庭相談員活動事業

職員のみ

01-030201-14 要保護児童対策に要する経費

     2,274.0

         0.0

     2,109.0

         0.0

     2,225.0

         0.0

     2,955.0

         0.0

     4,668.0

         0.0

     5,773.0

         0.0

         0.0

         0.0

児童福祉法、つくば市家庭相談員設置規則

子ども・子育て支援プラン

　複雑・多様化する家庭児童相談にきめ細かな対応をし、支
援の必要な家庭に的確な支援を行う。

相談件数

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

法定事務

■

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

412

活動指標

こども部子育て相談室

件



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

会計年度任用職員に要する経費：家庭相談員報酬　　　　8,059,968円
　　　　　　　　　　　　　　　職員手当等　　　　　　　491,484円
　　　　　　　　　　　　　　　旅費　　　　　　　　　　333,120円

費用弁償　　　　　　　　　　：家庭相談員研修旅費  53,260円
　　　　　　　　　　　　　　　(日本子ども虐待防止学会研修)

負担金　　　　　　　　　　　：研修参加負担金　　 12,000円
　　　　　　　　　　　　　　　(日本子ども虐待防止学会研修参加負担金)

      18,336       22,669

維持

5

4

3

2

十分に高く、今後も増加が見込まれる。

計画通りに進めることができた。

法令等により、市の実施が定められている。

継続して実施する必要がある。

         1.30          2.00

        77.00         58.00

有 有

       9,367       13,709

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

       8,969        8,960        8,950            0

       8,969        8,960        8,950            0

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

・「社会福祉法人茨城県道心園（土浦市）」、「社会福祉法
　人同仁会」、「社会福祉法人筑波会」、「社会福祉法人窓
　愛園」、「日本赤十字社茨城県支部乳児院」と委託契約を
　結び、あらかじめ登録した児童を保護者の申請により上限
　７日間まで預かる。

前年同様に保護者および養育者の病気等の理由により突発的
かつ緊急性の事案がみられた。児童を安全に養育できる場所
の提供を行うことで、子育て世帯の負担軽減が図れた。

・児童養護施設、乳児院と委託契約を締結
　一時的に養育困難となった家庭の希望に沿った預かりを提
　供することで、保護者の負担を軽減し、児童の安全な養育
　を支援する。

子育て支援短期養育事業利用者
令和元年度登録児童数　23人
利用延べ人数　43名
利用延べ日数　109日

継続

子育て支援短期養育事業

全て委託

01-030201-14 要保護児童対策に要する経費

        63.0

         0.0

       132.0

         0.0

        60.0

         0.0

        67.0

         0.0

       116.0

         0.0

       109.0

         0.0

         0.0

         0.0

児童福祉法、つくば市子育て支援短期養育事業実施要
 綱

子ども・子育て支援プラン

　家庭において児童を養育することが一時的に困難となった
場合に、児童養護施設、乳児院において一定期間養育・保護
を行うことにより児童及び家庭の福祉の向上を図る。

利用述べ日数

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

任意的事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

413

活動指標

こども部子育て相談室

日



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

委託料　子育て支援短期養育事業委託料　1,449,800円
　　　　　(2歳未満児　　10,700円× 44日)
　　　　　(2歳児以上児　 5,500円×178日)

　　　　　(補助率　　国1/3、県1/3、市1/3)
　　　　　(2歳未満児　　 8,640円× 44日)
　　　　　(2歳児以上児　 4,730円×178日)

       4,645        4,865

維持

3

4

3

2

今後も一定の市民ニーズが見込まれる。

計画通りに進めることができた。

法令等により、市の実施が定められている。

継続して実施する必要がある。

         0.40          0.50

        22.00         14.00

有 有

       2,878        3,427

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         511          402          407            0

         511          402          407            0

           0            0            0            0

         226          108          115            0

         519          526          521            0

       1,767        1,438        1,450            0

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

・関係機関の代表者からなる代表者会議、実務担当者による
　実務者会議、個別の事例について適時検討する個別ケース
　検討会議を開催する。

関係機関が情報共有して役割分担をして、援助方針に従い要
保護児童の支援を行うことにより、主訴の改善や解消するこ
とができた。また、庁内でも、前年度三課合同勉強会だった
ものが参加課を増やし子育て支援ワーキングチーム会議とな
り、虐待だけに留まらず広い意味で支援について検討・協議
するようになった。

・要保護児童対策地域協議会
　代表者会議、実務者会議、個別ケース会議　開催
・支援が必要な支援者に対し、保健センター等と連携して家
　庭訪問等を定期的に実施する。
・児童虐待防止月間には、広報つくばへの掲載やオレンジリ
　ボン、相談機関が掲載された啓発物を公共機関で配布し、
　虐待防止啓発運動をする。

要保護児童対策地域協議会を開催し、関係機関と連携し保護
が必要な家庭を支援した。
・代表者会議開催　１回（つくば市虐待防止ネットワーク運
　営委員会）　・実務者会議開催　３回
・個別ケース検討会議開催　25回
・子育て支援ＷＴ会議（障害福祉課・健康増進課・幼児保育
　課・特別教育推進室）　６回　　　・対象児童13人継続中
・虐待防止啓発活動として、オレンジリボンとポケットティ
　ッシュ（相談機関が掲載）を4,000個配布した。

継続

要保護児童対策地域協議会の運営

職員のみ

01-030201-14 要保護児童対策に要する経費

        13.0

         0.0

        13.0

         0.0

        14.0

         0.0

        20.0

         0.0

        20.0

         0.0

        29.0

         0.0

         0.0

         0.0

児童福祉法、児童虐待の防止等に関する法律

子ども・子育て支援プラン

　関係機関等が必要な情報を共有し、支援内容に関する協議
を行うことで、対象の早期発見及び適切な保護や支援を実施
する。

会議開催数

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

法定事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

414

こども部子育て相談室

回



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

費用弁償：普通旅費 15,548円
　　　　　(全国児童福祉主管課長会議・児童虐待予防シンポジウム)
　　　　　特別旅費 53,260円
　　　　　(日本子ども虐待防止学会研修)
需用費　：消耗品費 27,843円
　　　　　虐待防止推進用消耗品費 42,658円
　　　　　(ポケットティッシュ・オレンジリボン等)
　　　　　図書　6,490円
　　　　　加除式法規集の追録代　10,000円
負担金　：研修参加負担金 12,000円
　　　　　(日本子ども虐待防止学会参加負担金)

       5,959        7,024

維持

3

4

3

-

今後も一定の市民ニーズが見込まれる。

計画通りに進めることができた。

法令等により、市の実施が定められている。

法令等により、市の実施が定められている。又は、今年度で事業が終了する。

         0.80          1.00

        53.00         28.00

有 有

       5,778        6,852

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

         181          172          168            0

         181          172          168            0

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度


